
	京大東アジアセンターニュースレター　　　第379号　　

京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター　 　　　2011年8月1日


目次
========================================================================

○ 国際交流セミナーのお知らせ
○　ＯＭＡインドネシア視察研修交流の旅へのご案内
○　中国自動車シンポジウムのお知らせ
○ 中国ニュース　7.25-7.31
○　暴動情報検証　：　２０１１年　６月
○　高速鉄道事故は他力依存の必然的帰結
○　「アジア・アパレルものづくりネットワーク（略称：AAP）」に、ご支援をお願いいたします。
○　【中国経済最新統計】

国際交流セミナーのお知らせ

「ベトナム・ラオス若手研究者と京都大学経済学研究科及び経営管理大学院学生との交流セミナー」

開催日時：8月3日（水）午前9時半～12時半と午後2時半～5時半

開催場所：時計台2階　会議室III

言語：英語（通訳なし）

※交流セミナー後に、夕方６時から法経東館２階の大会議室で懇親会も開催する予定です。
========================================================================
　当東アジア経済研究センター協力会の法人会員である(社)大阪能率協会アジア・中国事業支援室より恒例の海外視察旅行のご案内が来ていますので掲載させて頂きます。当協力会の大森經德副会長が団長でもあり、ご希望の方は８月22日（月）までにお申し込み下さい。（連絡先：大阪能率協会事務局　e-mail:oma@crux.ocn.jp 又は　ＦＡＸ：06－6948－5666まで）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（編集者）
ＯＭＡインドネシア視察研修交流の旅へのご案内

企画運営：（社）大阪能率協会　アジア・中国事業支援室

旅行取扱：名鉄観光サービス㈱　なんば支店

　私たちの（社）大阪能率協会（ＯＭＡ）アジア・中国事業支援室は、これまで６回、中国の沿岸部から内陸部の西安,成都、昆明更に、青海省、チベットまで中国主要各地の視察を終え、ここ３年間は、一転してインド・ネパール、ベトナム・カンボジア、中国東北・ロシア極東地区と広くアジア全般の視察を行ってきました。本年は、チャイナプラスワンとして再び脚光を浴びつつあり、日本車と日本製オートバイで溢れ返っている人口世界第４位（約228百万人）、アジアのもう一つの元気な親日大国インドネシア視察を行います。2011年11月には、東アジアサミット（首脳会議）が従来のＡＳＥＡＮ＋6に、新たに米国、ロシアを加え18ヶ国が参加し、今年度のＡＳＥＡＮ議長国であるインドネシアのバリ島で開催予定で、その直前の10月上旬の視察旅行を企画しました。

　視察第１日目は、ジャカルタで先ず日本大使館を訪問し、政治・経済共安定発展しているインドネシアの現状と将来展望並びにＡＳＥＡＮ議長国として、東アジアサミットの主要議題も含めＡＳＥＡＮ全体の政治・経済動向と日本との関係についてご説明頂きます。次にジエトロジャカルタセンターで、経済問題を中心に同じくインドネシアとＡＳＥＡＮの現状と将来展望についてお聞きします。その後、インドネシア政府とインドネシア林業省を訪問し、夫々説明を受けます。尚、林業省では、日本政府より派遣されているＪＩＣＡスタッフの日本人首席アドバイザーより林業大国でもあるインドネシアの林業問題全般についてお聞きします。

第２日目は、ジャカルタ郊外に進出しているパナソニックとトヨタ自動車の現地工場を訪問します。その後、トヨタの下請けのインドネシア人経営の地場企業を訪問します。今回の視察は、この２日間で主要な部分は終わり、その後は、ジョグジャカルタとバリ島で観光中心に現地視察を行います。

第３日目は、中世ジャワの面影を残す古都として名高い『ジョグジャカルタ』で1755年にイスラム君主国マタラム王朝の首都として建造された王宮、そしてその離宮であった水の宮殿を訪れます。

　翌日は世界遺産である、シャイレーンドラ朝時代に建造された世界最大級の仏教寺院、ボロブドゥール遺跡群とヒンドゥー教の寺院遺跡が点在するプランバナン寺院遺跡群の視察へご案内いたします。

　その後、インドネシア最大の観光地『バリ島』へ向かい、サーフィンのメッカとして有名なクタ地区のリゾートホテルにご宿泊いただきます。バリ島では、芸術・工芸の村と呼ばれる『ウブド地区』を中心に、バリ島の伝統舞踊や（晴天の日には）夕陽の美しいヒンドゥー教寺院（タナ・ロット寺院）などへご案内いたします。　　多数の皆様のご参加をお誘いいたします。
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	日程
	月日･曜日
	都市発着
	現地時間
	便名
	予   定
	食　　事

	１
	10月5日
	関西空港
	9:00
	
	関西空港ご集合
	
	

	
	(Wed)
	
	11:00
	GA883
	空路、デンパサールへ
	朝
	： ×

	
	
	
	
	
	（所要時間：6時間45分）
	昼
	：機内

	
	
	デンパサール
	16:45
	
	デンパサール到着後、お乗り継ぎ
	
	

	
	
	
	18:15
	GA413
	空路、ジャカルタへ
	
	

	
	
	
	
	
	（所要時間：1時間45分）
	夕
	：機内

	
	
	ジャカルタ
	19:00
	
	ジャカルタ到着
	
	

	
	
	
	
	専用車
	ホテルへ
	
	

	
	
	
	
	
	ジャカルタ(泊)
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	10月6日
	ジャカルタ
	終日
	専用車
	ジャカルタ市内視察
	朝
	：―

	
	(Thu)
	
	
	
	日本大使館、インドネシア政府、
	
	

	
	
	
	
	
	インドネシア林業省（ＪＩＣＡ）、ジェトロ
	昼
	：○

	
	
	
	
	
	ジャカルタセンター訪問
	
	

	
	
	
	
	
	ジャカルタ(泊)
	夕
	：○

	
	
	
	
	
	
	
	（インドネシア料理）

	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	10月7日
	ジャカルタ
	終日
	専用車
	ジャカルタ市内視察
	朝
	： -

	
	(Fri)
	
	
	
	トヨタ工場、パナソニック工場、
	
	

	
	
	
	
	
	トヨタ下請現地企業訪問
	昼
	：○

	
	
	
	
	
	ジャカルタ(泊)
	夕
	：○

	
	
	
	
	
	
	
	（インドネシア料理）

	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	10月8日
	ジャカルタ
	
	専用車
	空港へ向け出発
	朝
	：―

	
	(Sat)
	
	11:25
	GA208
	空路、ジョグジャカルタへ
	
	

	
	
	
	
	
	（所要時間：1時間5分）
	昼
	：○

	
	
	ジョグジャカルタ
	12:30
	
	ジョグジャカルタ到着
	
	

	
	
	
	
	専用車
	ジョグジャカルタ市内観光
	夕
	：○

	
	
	
	
	
	（王宮、水の宮殿など）
	
	（中華料理）

	
	
	
	
	
	ジョグジャカルタ(泊)
	
	

	5
	10月9日
	ジョグジャカルタ
	
	
	ホテルにて朝食
	朝
	：○

	
	(Sun)
	
	終日
	専用車
	ボルブドゥール遺跡とプランパナン寺院観光
	
	

	
	
	
	16:15
	GA252
	空路、デンパサールへ
	
	

	
	
	
	
	
	（所要時間：1時間15分）
	昼
	：○

	
	
	バリ島
	18:30
	
	デンパサール到着
	
	（インドネシア料理）

	
	
	
	
	専用車
	ホテルへ
	夕
	：○

	
	
	
	
	
	レゴンダンスディナーショー
	
	（インドネシア料理）

	
	
	
	
	
	バリ島(泊)
	
	

	6
	10月10日
	バリ島
	
	
	ホテルにて朝食
	朝
	：○

	
	(Mon)
	
	終日
	専用車
	バロンダンス鑑賞とウブド観光
	
	

	
	
	
	
	
	（銀細工の町チュルクとライステラス、
	
	

	
	
	
	
	
	モンキーフォレスト、ゴアガシャなど）
	昼
	：○

	
	
	
	夕刻
	専用車
	タナロット寺院サンセット鑑賞と夕食
	
	（インドネシア料理）

	
	
	
	
	
	夕食は中華料理を個室にて
	夕
	：○

	
	
	
	
	
	機内(泊)
	
	（中華料理）

	７
	10月11日
	デンパサール
	0:45
	GA882
	空路、帰国の途へ
	
	

	
	(Tue)
	
	
	
	（所要時間：6時間45分）
	朝
	：機内

	
	
	関西空港
	8:30
	
	関西空港到着後、解散
	昼
	：―

	
※上記行程表は、利用交通機関の時刻変更などで時刻の変更が生じる場合がございます。
	
	

	◆利用航空会社　：GA(ｶﾞﾙｰﾀﾞ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ航空)
	
	
	

	◆利用予定ホテル： ｼﾞｬｶﾙﾀ: ﾎﾃﾙﾆｯｺｰｼﾞｬｶﾙﾀ､　　ｼﾞｮｸﾞｼﾞｬｶﾙﾀ: ﾒﾘｱﾌﾟﾛｻﾆ､　　ﾊﾞﾘ島: ｱｽﾄﾝｸﾀ 　 (2名1室利用)
	


************************************************************************************************

主催

京都大学東アジア経済研究センター

共催

東京大学ものづくり経営研究センター

東京大学社会科学研究所現代中国研究拠点

京都大学人文科学研究所付属現代中国研究センター

後援

京都大学東アジア経済研究センター協力会

中国自動車シンポジウム

現代自動車から何を学ぶか
―新興国における競争力要因―

■京都会場　　2011年11月5日(土) 13時

     京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール

 ■東京会場　　2011年11月26日(土) 13時

    京都大学東京オフィス（品川インターシティＡ棟）
総合司会
13:00-13:10

挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 田中秀夫

     東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター 新宅純二郎

13:10-13:50
京都大学大学院経済学研究科 教授
塩地 洋

現代自動車から何を学ぶか






―全体テーマと報告構成―

第１部　グローバル戦略
13:50-14:15
フォーイン 『アジア自動車調査月報』編集長
中田 徹

現代自動車のグローバル戦略と中国事業
14:15-14:40
事業創造大学院大学 教授

富山 栄子
現地適応化めざした商品企画･製品開発プロセス
14:40-15:05
東京都市大学都市生活学部 教授
井上 隆一郎
外資メーカーブランドの中での現代ブランド

15:05-15:30
三菱総合研究所 主任研究員

赤羽 淳

アンケート調査に見る北京現代ユーザーの特徴

第２部　日系メーカーとの差別化
15:40-16:05
愛知大学経済学部 教授

李 泰王

現代自動車のサプライヤー・ユーザー関係の再構築
16:05-16:30
東京大学大学院経済学研究科 (院)
徐 寧教

北京現代汽車のモノづくり思想
16:30-16:55
大阪商業大学総合経営学部 教授
孫 飛舟

内陸･下級都市にも重点をおいた流通ネットワーク
16:55-17:00
閉会挨拶
17:20-18:50
懇親会  京都会場:法経総合研究棟2階大会議室    東京会場:京都大学東京オフィス  （参加費2000円,協力会会員は無料）
司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野輝
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター長 劉徳強

閉会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会副会長 大森經徳
お申し込みは,塩地shioji@econ.kyoto-u.ac.jpまで会場名,氏名･所属,懇親会出欠を御連絡ください｡
定員は京都会場500名,東京会場100名です｡
************************************************************************************************
中国ニュース　７.２５－７.３１
ヘッドライン
■　工業：１～６月の規模以上工業企業利益、前年同期比２８．７％増加
■　統計：１～６月の地方ＧＤＰ合算値、国の統計データを２兆元上回る
· 物価：７月中旬の豚肉価格、小幅ながら今年初めての値下がり
· 金融：２０１１年上半期の金融機関貸付額、中小企業新規貸付の割合上昇
· 電力：２０１１年下半期の電力不足分、３０００万ｋＷの見通し
· 貿易：１～６月の中国とＡＳＥＡＮ間貿易額、前年同期比２５％増加
· 東北：東北地域、２０１０年小火力発電１５５．８万ｋＷ閉鎖
· 香港：２０１０年海外からの直接投資流入額、２００９年より３割増加
· 賠償：７・２３高速鉄道脱線事故、１５名の遭難者の家族が賠償金に合意
· 事件：新疆ウイグル自治区南部地域、７月中旬以来殺傷事件相次ぐ
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
ニュース詳細
· 工業：１～６月の規模以上工業企業利益、前年同期比２８．７％増加
【７月２７日　中国国家統計局】中国国家統計局が２７日に発表したデータによると、１～６月の規模以上工業企業利益は前年同月比２８．７％増の２兆４１０５億元となった。うち国有・国有持ち株会社は２０．２％増の７７８４億元、集体企業は３３．８％増の３８６億元、株式会社は３４．８％増の１兆３７７２億元、外資（香港・マカオ・台湾を含む）企業は１４．５％増の６２９１億元、私営企業は４７．２％増の６４２５億元。３９業種のうち、３８業種の利益が前年同期に比べ増加した。
· 統計：１～６月の地方ＧＤＰ合算値、国の統計データを２兆元上回る
【７月２９日　深セン商報】２７日の時点まで、中国各省・自治区・直轄市（省区市）の１～６月の国内総生産（ＧＤＰ）データがすべて発表された。３１省市区のＧＤＰ総額は２２兆７千億元となり、国家統計局の発表データ２０兆４４５９億元を２兆元以上上回った。北京・上海を除く２９省市区のＧＤＰ成長率がいずれも９．６％の全国平均レベルを超えた。１９８５年以来、中国のＧＤＰ統計は国と地方のレベルで別々に発表されてきた。各地方のＧＤＰ総額や成長率はいつも国の統計データを超えている。その差は２００９年２兆６８００億元、２０１０年３兆２０００億元だった。

· 物価：７月中旬の豚肉価格、小幅ながら今年初めての値下がり
【７月２８日　中国商務部】中国商務部のモニタリング結果によると、全国規模以上養豚企業千社の７月中旬の平均出荷価格は１キログラムあたり１９．２１元で、上旬より１．５％値下がりした。全国規模以上指定と畜場の先週（１８日～２４日）の豚買い上げ平均価格は１キログラムあたり１９．３６元で、前の週に比べ１％の値下がりとなった。豚肉の平均出荷価格は１キログラムあたり２５．０９元で、前の週より０．７％値下がりした。全国３６大中都市の豚肉平均卸売り価格は１キログラムあたり２６．１１元、前の週より０．２％値下がりした。豚肉価格の値下がり要因には、豚の供給が増加したこと、豚肉需要が相対的に減少したこと、豚生産に対する扶助政策が成果を収めたことなどがあげられる。

■　金融：２０１１年上半期の金融機関貸付額、中小企業新規貸付の割合上昇
【７月２６日　中国人民銀行】中国人民銀行（中央銀行）が２６日発表した２０１１年上半期（１～６月）金融機関貸付投入先統計報告によると、６月末の時点で、すべての金融機関の人民元貸付残高が５１兆４０００億元、前年同期に比べ１６．９％増加した。１～６月の新規増加分が４兆１７００億元。すべての金融機関の人民元・外貨企業およびその他部門の貸付新規増加分は２兆９５００億元、前年同期に比べ１０７５億元減少した。貸付残高が前年同期より１３．９％増加したが、増加率は３月末を０．１％下回った。一方、主要金融機関・農村合作金融機関・城市信用社および外資銀行の人民元中小企業貸付（手形割引を含む）の新規増加分が１兆５８００億元、企業貸付の新規増加分全体の６４．５％を占めており、３月末より１．６ポイント上昇し、貸付残高が前年同期に比べ１８．２％増加した。
· 電力：２０１１年下半期の電力不足分、３０００万ｋＷの見通し
【７月２９日　騰訊財経】国家発展と改革委員会（発改委）が２９日に発表した今年１～６月の全国石炭と電力の需給状況によると、石炭市場の需給全体は均衡がとれていたが、電力供給は比較的逼迫していた。１～６月の全国発電量は２．２兆ｋＷ、前年同期に比べ１３．５％増加したが、全国の社会電力消費量が前年同期比１２．２％増加した。４月は８省、５月は１１省において電力消費抑制措置が取られ、不足分がそれぞれ１１００万ｋＷと１８００万ｋＷに達した。発改委は、２０１１年通年最大の電力不足分が３０００万ｋＷに上ると予測している。
■　貿易：１～６月の中国とＡＳＥＡＮ間貿易額、前年同期比２５％増加
【７月２６日　人民網】今年は中国と東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）の対話関係構築２０周年にあたり、中国国務院の新聞弁公室が２６日、中国とＡＳＥＡＮ２０年間の経済貿易成果および博覧会などの状況説明会を開いた。商務部の高虎城副部長によると、過去２０年間、中国とＡＳＥＡＮとの貿易が急成長を達成した。１９９１年の７９．６億米ドルに比べ、２０１０年の貿易額が２９２７．８億米ドルとなり、３６倍近く増加した。２０１１年１～６月の貿易額が１７１１．２億米ドルに達し、前年同期に比べ２５％増加した。中国はＡＳＥＡＮの最大の貿易パートナーとなり、ＡＳＥＡＮも中国にとって第３の貿易パートナーとなった。
· 東北：東北地域、２０１０年小火力発電１５５．８万ｋＷ閉鎖
【７月２６日　経済参考網】中国国家電力監督管理委員会東北監督管理局がこのほど行った発表によると、第１１次５カ年計画期間、東北地域が小火力発電ユニットを合計６４２．４８万キロワット閉鎖・停止し、発電と電力供給における石炭消費量が著しく低減した。２０１０年東北地域において、発電企業９社の１５５．８万ｋＷ相当の１４台の小火力発電ユニットが閉鎖・停止され、うち遼寧省９４．６万ｋＷ、黒龍江省６０万ｋＷ、内モンゴル東部地域１．２万ｋＷ。東北地域は伝統重工業が集中する地域として、近年の経済成長とともにエネルギー消費も逐年増加してきた。遼寧省の毎年の電力消費は東北地域全体の半分を占めており、うち小火力発電が同省発電設備容量の９０％以上を占めており、火力発電ための石炭消費量も同省石炭消費全体の半分以上を占めている。 
· 香港：２０１０年海外からの直接投資流入額、２００９年より３割増加
【７月２８日　第一財経日報】国連貿易開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）が２７日発表した『世界投資報告』によると、２０１０年香港の海外からの直接投資流入額がこれまで最高の６８９億米ドルとなり、２００９年に比べ３１．５％増加した。世界ランキングにおいて米国と中国に次ぐ３位となった。対外直接投資は７６０億米ドル、世界４位。２０１０年までに海外からの直接投資残高は１兆米ドルを超えており、アジア地域全体の３０％を占めている。２０１０年世界全体の海外直接投資の流入額は１．２兆米ドルで、前年に比べ５％増加した。
■　賠償：７・２３高速鉄道脱線事故、１５名の遭難者の家族が賠償金に合意
【７月３０日　新華網など】中国高速鉄道の脱線事故で２００人以上が死傷した「７・２３」甬温線特別重大事故救援善後総指揮部の３０日１８時の発表によると、遭難者のうち、１５名の家族が提示された賠償金に合意したという。同指揮部が２６日に賠償基準として遭難者１人あたり５１万元と提示したが、温家宝首相が事故現場の温州入りした翌日の２９日になると、賠償基準を１人あたり９１．５万元に引き上げることを新たに発表した。また、上海鉄路局の安路生局長が２８日、温州南駅信号設備の設計上に重大な欠陥があり、落雷で故障して「赤」となっているべき信号が「青」になっていたことが事故の原因として指摘したことを受け、同信号設備の製造などを請け負った北京全路通信信号研究設計院有限公司は同日、同社のホームページで事故の死傷者やその家族に対する謝罪文を発表した。
· 事件：新疆ウイグル自治区南部地域、７月中旬以来殺傷事件相次ぐ

【７月３１日　環球時報など】新疆ウイグル自治区南部地域では、７月中旬以来殺傷事件が相次いでいる。１８日、和田（ホータン）市の公安派出所が襲撃され、警察と人質ら４人死亡、４人負傷。容疑者１４人が警察に射殺された。３０日夜１１時４５分ごろ、喀什（カシュガル）市で２人組がトラックの運転手を刃物で殺害し、奪ったトラックを暴走させて通行人をはねた後、通行者数人を人質に取った。７人死亡、２８人負傷。容疑者は１人が射殺され、もう１人が拘束された。３１日午後４時半ごろ、同市の繁華街で爆発と刃物による殺傷事件が起き、通行者と警察ら１０人以上が負傷し、３人が死亡。警察は容疑者４人を射殺し、４人を拘束したという。
************************************************************************************************
　暴動情報検証　：　２０１１年　６月
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東アジアセンター外部研究員(協力会理事)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小島正憲
１．～５．は検証済み。６．～１０．は未検証。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　暴動評価基準は文末に掲示。
１．６／１２～２２、広東省東莞市のシチズン中国工場で１１日間の連続スト。　　暴動レベル０。
・マスコミ情報　：　東莞市のシチズン時計の中国工場で、６／１２から１週間以上、５００人余（最高時）の従業員が、残業時間が長いことなどに抗議してストライキ。会社側が従業員側の要求を呑む形で決着。６／２３午後から通常稼働。
・実情　：　東莞市長安鎮新星路５号のシチズンの中国工場の「東莞長安新民冠利精密針表場」で、６／１２、従業員のストライキが起きた。従業員総数は２０００人余で、ストライキ参加者は５００人ほど。６／２１時点では２００人ほどに減った。ストの原因は、会社側が６／０８（水）～１０（金）の３日間、工場の冷房が故障したので休日とし、従業員に１１（土）、１２（日）の振り替え出勤を求めた。これに対して従業員側は、休日出勤の割り増し手当を要求したが、会社側がそれを拒否したので、それまで溜まっていた不満が爆発しストライキに発展した。さらに従業員側は毎日の始業時間１０分前に行われてきた強制朝礼にも言及し、その分を残業手当として過去に遡って支払えと要求。念のため地元政府は、工場の秩序を維持するため、３００人の武装警察を出動させ待機させた。会社側は従業員側の要求をほぼ認める形で、ストライキを収束させた。会社側は全従業員に朝礼時の１０分間の残業手当などを、過去に遡って支払うことになったため、数百万元の臨時出費となったようだ。
・私見　：　２００８年に新労働契約法が施行されてから、労働争議が発生した場合、ほぼ経営者側が負けている。また地元政府は基本的に労働争議には介入しない方針である。さらに今回の例のように、今まで慣例として認められ大目に見られていたことでも、法律に照らして過去に遡って補償を求められるようになった。会社側はあいまいな労働条件をただちに是正し、労働者側のあらゆる面からの提訴に勝てるように準備しておかなければならなくなった。現在、中国では、このように会社内の力関係が労働者側にきわめて有利になってしまったことを嫌い、会社を閉鎖したり、工場を他国に移転させる経営者が激増している。また実業を避け、投機などの虚業で儲けようと考える企業家が多くなっている。このままではやがて、中国から実業を行う経営者が消滅するのではないかと危惧されている。

２．６／０６、広東省潮洲市で、賃金未払いに怒った出稼ぎ労働者が地元政府に抗議。　暴動レベル２。

・マスコミ情報　：　６／０８、潮洲市潮安県古巷鎮で、賃金未払いに関する傷害事件に怒った四川省からの出稼ぎ労働者２００人余が地元政府を取り巻き抗議。自動車など１９台を壊すなどの騒ぎに発展し、現場には１万人以上の労働者が集結した。

・実情　：　６／０１、四川省からの出稼ぎ労働者が、勤務先の陶磁器工場の社長の家に約束の賃金を受け取りに行ったところ、社長が理由を付けて支払わなかったので、双方が口論となった。社長は外から刃物を持ったヤクザを２人連れてきて、労働者に切りつけさせたため、労働者は重傷を負った。その後、社長は姿を消してしまったので、四川省の出稼ぎ労働者仲間２００人ほどが、連日、地元政府に抗議に行った。政府が明確な態度を示さないので、６／０６、四川省の出稼ぎ労働者の組織の同郷会が１万人以上の労働者を糾合し、政府前の大通りで気勢をあげ、パトカー３台を含む車１０数台を壊し、地元の住民を殴ったりした。地元の商店は略奪破壊を恐れて店を閉じた。また地元住民は外出を控えた。地元住民たちは１８～４５歳の男性で自警団を組織して、四川省同郷会に対抗しようとしたという。潮安県政府は現場の秩序維持のため、武装警察３０００人以上を出動させた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《　暴動発生現場　》

３．６／０７～１０、湖北省利川市で、市民数千人が住民擁護の地元幹部の変死に抗議。　暴動レベル２。
・マスコミ情報　：　６／０７～１０、利川市で市民数千人が、住民を擁護していた地元政府幹部が汚職の嫌疑で逮捕され、取り調べ中に変死したので、それに抗議し市政府前でデモを行った。中でも６／０９の抗議デモは過激で、市政府前で武装警察と衝突し、住民数十人が負傷。事後、取り調べに当たっていた２人の検察官は拘束、検察長は辞任、共産党規律委員会書記は解任。　　
・実情　：　６／０４、湖北省恩施洲利川市の利川検察院で、都亭弁事処　　　　　　　　　　《　利川市人民政府庁舎　》

書記兼主任の冉建新氏が汚職容疑で取り調べ中に急死した。冉建新氏は住民の立場に立ち、利川市政府の土地収用などに反対していたので、市政府に住民から賄賂を受け　たという嫌疑をかけられ逮捕されていた。住民は検察院に死因の公表を求めて抗議をしたが、市政府側が明快な返答をしなかったため、抗議の規模が膨らんだ。６／０９の午前中、抗議する住民は２０００人以上になり、野次馬も含め１万人以上が市政府前の龍船大通りを塞ぎ、交通を麻痺させた。集まった住民は市政府庁舎に投石し窓ガラスを壊したり、門の字を削り取ったりした。６／０９午後、市政府は秩序維持の名目で、武漢の武装警察５０００人以上を３６台のトラックで出動させ、威嚇のため戦車６台を投入し、住民を武力で強制的に排除した。そのとき住民１３０人が拘束され１５０人が負傷した。
事後、市政府は抗議した住民からの要求や死亡した冉建新氏の家族からの要望を全面的に受け入れ、取り調べに当たっていた２人の検察官は停職、検察長は辞任、共産党規律委員会書記の李偉を解任するなどして、事態の沈静化を図っている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《　６／０９当日の様子　ネットから》　
４．６／１０～１２、広東省増城市郊外の新塘鎮で数千人の出稼ぎ労働者が暴動。　暴動レベル３。
・マスコミ情報　：　６／１０～１２、増城市郊外の新塘鎮の郊外で、四川省出身の出稼ぎ労働者が中心となって、３日間暴動が続いた。原因は６／１０午後９時ごろ、新塘鎮大墩村の「農家楽」というスーパーの門前で、四川省出身の王聯梅さん（２０歳）が露天を開いていたところ、村の管理者が来て違法露天として取り締まろうとしたので、口論となり王さんが殴られた。ちょうどそのとき王さんは妊娠していたので、近くにいた人たちが管理者の横暴に抗議し騒いだ。政府幹部は王さんをただちに病院に運び、事態を沈静化しようとしたが、四川省出身の出稼ぎ労働者や野次馬など１万《　破壊され修理中の保安隊事務所　》　　人以上が集まり、管理者や警察にレンガや　　　　《　壊されたATM　》

ペットボトルを投げつけた。騒動は翌日３時ごろまで続き、暴徒は警察署や出稼ぎ労働者の管理事務所などに投石・放火、数十台の警察車輌をひっくり返すなどして騒いだ。一部では銀行のATMが襲われた。翌１２日夜にも騒動が起きたので、市政府は武装警察７５００人を出動させ、威嚇のため戦車なども投入し、催涙弾を使用するなどして事態の沈静化を図った。出稼ぎ労働者ら２５人が拘束され、発砲による死者が出た模様。６／１３、新塘鎮には夜間外出禁止令が出された。武装した警察官が１０人１組となって、鎮内を巡邏。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・実情　：　増城市近郊は、中国随一のデニム生産基地であり、無数（１０００社超）のモグリ工場（従業員２０～３０人規模）がそこに蝟集しており、大量の出稼ぎ労働者がそこに集中して働いている。最近、そのデニム工場群の景気が悪く、閉鎖する工場が激増していた。今回の暴動はそれらのデニム工場で働いていた四川省出身の労働者が中心であったという。四川省出身労働者たちには、四川同郷会と呼ばれる非公式の組織があり、今回の騒動はその組織がインターネットで抗議行動を呼びかけたという。当局は事件解決のため、その組織に協力を求めたようである。事件後、増城市公安局は１９人の男を公務執行妨害などで逮捕、ネット上で暴動を扇動するデマを流したという理由で男１名を拘束。なお公安当局は６／１９、容疑者の摘発に住民の密告の協力を得るため、その見返りとして「５千元から１万元の報奨金と、通報者が出稼ぎ者の場合は“増城市の戸籍”を与える」と発表した。さすがにこの戸籍授与の報奨は行き過ぎだということで、すぐに撤回された。現場付近は６月末でも緊張感がただよっており、監視役の私服警官が多いため、周辺での聞き込みはきわめて困難だった。

５．６／１８、広東省深圳市で、現役・退役軍人の家族ら約１００人が住宅問題でデモ。　暴動レベル０。
・マスコミ情報　：　６／１８、広東省深圳市にある香港駐留部隊の後方支援基地で、部隊の現役・退役軍人の家族ら約１００人が、住宅問題の解決を要求して抗議デモを行った。家族らは皇崗公園に集合し、福田区福強路の後方支援基地の門前までデモ行進をした。抗議参加者は香港駐屯の大隊・中隊クラスの退役または現役幹部の家族で、住宅が配給されていないことに抗議した。なお、連隊クラスの幹部将校には住宅が配給されている。　　　　

・実情　：　抗議に参加していたのは、１９９３・９４年に深圳後方基地に進駐していた大隊・中隊クラスの幹部将校の家族で、当初、深圳に進駐してきたときには住宅を　《　深圳市の後方支援基地　》

提供するという約束があったという。この問題を解決するために、２００２年に深圳市政府は土地を駐留部隊に譲ったが、その土地に建設されたのは連隊クラスの幹部将校のものばかりで、しかもそれらは規定よりかなり大きいのに、下級将校の約２００人には住宅が未配給であるという。なお、抗議した家族らは後方基地の事務所から出てきた兵士に解散させられ、そのときに数人の婦人が押し倒されケガをしたという。また軍はすべてが「退役軍人住宅保障弁法」に則り処理されていると発表しているが、そこには下級将校について住宅を配給するということは明記されていないようだ。

・私見　：　この事件は、軍幹部の住宅不正受給を明らかにしたもので、軍の内部にも汚職腐敗が充満し、上下の階層間で内部矛盾が存在しているということを示している。
６．６／０１、湖南省岳陽市で民間自衛団が城管と対抗。　暴動レベル０。
・マスコミ情報　：　５月末、湖南省岳陽市で不動産やホテルなどを手がける民間企業の泰和集団が、自らの敷地内に違法建築を行ったということで、市政府から建物の撤去を命じられ、撤去しない場合は強制的に取り壊すと通告された。強制取り壊し実行の当日、泰和集団はヘルメットを被り、防弾チョッキを着て、盾と棍棒を手にした３０数人の自警団を組織し、撤去作業に来た城管に対抗した。２時間ほどのにらみ合いの後、城管はなにも手出しをできず撤退した。
７．６／０６、江蘇省啓東市郊外の漁村で、土地収用・漁場汚染に住民約２０００人が抗議。　暴動レベル１。
・マスコミ情報　：　江蘇省啓東市郊外の漁村で、海沿いの土地が埋め立てられて、発電所が建設された。そのとき土地が収用されたが、補償金の一部を地元政府幹部が着服し、住民には十分な補償金が支払われなかった。また発電所の影響により付近の海が汚染され、住民は養殖業が続けられなくなっていた。６／０６、漁民が発電所の近くで漁をしていたところ、発電所の警備員に殴られたことから、住民の不満が爆発し、２０００人規模の抗議行動に発展した。抗議は連日続き、６／１０には地元政府が数百人の武装警察を出動させ、抗議者を解散させようとしたため衝突。住民１０数人が逮捕、数人の負傷者が出た。

８．６／０９、浙江省紹興市楊汛橋鎮で、鉛中毒に村民１０００人が抗議。　　暴動レベル０。
・マスコミ情報　：　紹興市楊汛橋鎮で１００人ほどの村民が鉛中毒となっており、汚染源の疑いのある錫箔工場の撤去を求めて村民約１０００人が地元政府に抗議。
９．６／１７、広東省河源市紫金県で、鉛中毒で入院中の児童の退院強要に、住民１０００人が抗議。　暴動レベル１。

・マスコミ報道　：　広東省河源市紫金県臨江鎮の三威バッテリー製造工場の近辺では、同工場から排出される汚染水などで、多くの住民の血中鉛濃度が基準値を超えていることが判明。中には２００人余の児童も含まれており、入院治療中であった。６／１７、地元政府がこれらの児童に強制退院を迫ったため、１０００人余の住民たちが近くの国道を封鎖し抗議。地元政府の職員が退院を拒む母親らに暴力を振るったため、さらに多くの住民が集まり、抗議を行った。地元政府は夜９時ごろ、武装警察２００人ほどを出動させ、警棒を振るい住民たちを解散させた。
１０．６／２０、広東省広州市の韓国系ハンドバッグ工場で、賃上げで４０００人の従業員スト。　　暴動レベル０。
・マスコミ情報　：　６／２０、広州市郊外にある韓国系ハンドバッグ製造会社の「世門手袋」の工場で、賃上げなどの待遇改善を求めて、４０００人以上の従業員がストライキに突入。工場周辺には警察が待機。従業員側は賃金を現行の１１００元から１３００元へのアップを求めると同時に、トイレ休憩などの労働条件の改善、社会保険費の給料からの天引き中止、食堂の食事の改善、工場内への携帯電話の持ち込みの不許可の撤回などを要求している。

≪私の暴動評価基準≫
暴動レベル０　：　抗議行動のみ　破壊なし

暴動レベル１　：　破壊活動を含む抗議行動　１００人以下（野次馬を除く）　破壊対象は政府関係のみ

暴動レベル２　：　破壊活動を含む抗議行動　１００人以上（野次馬を除く）　破壊対象は政府関係のみ　

暴動レベル３　：　破壊活動を含む抗議行動　一般商店への略奪暴行を含む　　

暴動レベル４　：　偶発的殺人を伴った破壊活動

暴動レベル５　：　テロなど計画的殺人および大量破壊活動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
************************************************************************************************
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１．技術面での砂上の楼閣の露呈。

私は中国の不幸を待ち望んでいたわけではないが、中国版新幹線と呼ばれる中国の高速鉄道では、必ず大事故が起こると思っていた。なぜなら鳴り物入りで６月３０日に開通した北京～上海の中国版新幹線は、開通直後から故障が相次ぎ、中国のメディアも「５日間で６回の故障」とその安全性に疑問を投げかけていたからであり、これに対して中国鉄道省の王勇平報道官が「日本の新幹線でもよくあること」などと釈明しながら、「現在は慣らし運転中」であるから」と弁明していたからでもある。私はこの報道に接し、中国鉄道省がこれらの微少災害を軽視し続ければ、それが必ず大事故につながるという思いを強くしていたのである。

それにしても中国が自慢していた高速鉄道で、こんなにも早く大事故が起きるとは、私も想定外であった。つい最近、中国鉄道省はこの高速鉄道について、「すべて中国が自主研究して生み出した技術であって、他国の知的財産権を侵害した事実はない」と主張し、先進各国で国際特許申請手続きを行う強気の姿勢を示していた。これに対して、中国に鉄道車輌などを輸出していた日本を含む各国メーカーは、その特許申請について警戒すると同時に、「中国の高速鉄道技術は各国からの寄せ集めであり、安全性に疑問が残る。高速鉄道は運行ソフトが重要であり、その面を軽視している中国の高速鉄道には大事故が起きる可能性がある」と指摘していた。はからずも今回、その見解が的中したわけである。そして今回の事件で、中国の技術面での「砂上の楼閣」の一端が露呈したのである。　

以前から私は、「中国が世界一の高さ、速さ、大きさなどにこだわる」ことに疑問を感じ、ニュース短評などを通じて、その裏面を報じるようにしてきた。それに対して読者各位からは、あまりにも否定的に描き過ぎではないかという声もあった。しかし私は今回の事件を目の当たりにして、もっと早くもっと強く、中国の技術が「砂上の楼閣」であることを、喧伝すべきであったと後悔している。以下に、なぜ中国の技術が「砂上の楼閣」であるかを、簡単に記述する。詳細についての論究は、「現代中国情勢研究会」で行いたいと考えている。

２．鄧小平の改革開放は自力更生路線の放棄。
鄧小平は、毛沢東の自力更生路線をかなぐり捨てて、改革開放政策によって中国経済を建て直そうとした。改革開放というと聞こえはよいが、つまり他力依存で中国経済を浮揚させようとしたのである。もっと平たく言えば、「中国の資産や人手を外国企業に売りつけ、外資の知恵や技術、資本を利用することによって、自分たちはさしたる苦労をせずに、中国経済を先進国に近づける」ことを目指したのである。それを実行するにあたっては、無尽蔵であった人的資源や国有で売却自由の土地（使用権）の存在が、絶好の条件を提供した。その結果、外資は怒濤のように中国に進出し、鄧小平の目論見は見事に成功した。その反面、中国には他力依存体質が、骨の髄まで染み付いてしまった。

その後中国はGDP世界第２位の経済大国になったものの、意外に早く人的資源の枯渇つまり人手不足が生起し、売却できる土地も無尽蔵ではなくなり、加えて外需不振、公害問題など、経済は高度成長につきものの多くの問題点を抱えるに至った。中国政府は産業構造の高度化を志向せざるを得なくなり、現在、これを声高に叫んでいる。しかし中国はこれもまた他力依存で解決しようとしている。ことに広東省では、省内から労働集約型産業を追い出し、その後に知識集約型やハイテク型の産業を根付かせようと企図し、豪華で広大な科学技術工業園区などを造成した。広東省は産業構造の高度化を自力更生で行おうとしたが、それは目算通り進まず、科学技術工業園区は閑古鳥が鳴く始末となった。反対に労働集約型産業は予定通り姿を消しつつある。慌てた広東省政府は、先進各国に積極的に工場進出を呼びかける行動に打って出ている。たとえば７／２５には東京で、「日本の品質を広東省珠江デルタで実現」というキャッチフレーズで、「日本経済貿易合作交流会」を開催し、日本の最先端企業を必死で呼び込もうとした。同様の日本詣での試みは湖北・河北・江蘇・天津・上海など多くの他省でも展開されている。もちろん他国にも積極的に誘致活動を行っている。つまり中国は、産業構造の高度化を、再び、他力依存で成し遂げようという腹なのである。

「産業構造の高度化は他力依存ではできない」、これが私の持論である。産業構造の高度化には自己革新が不可欠だからである。また先進各国もすべてこの道を通ってきた。ところが中国は生来の「商の民」であり、「工」を極めることは得手ではない。しかも現代の若者は一人っ子で、現場で汗を流し苦労して技術を習得したり、開発に専念することを極端に嫌う。少しでも楽な方へ逃げようとする。たとえば若者たちの間では、工場内で自らの技術を磨き、それで自分の生活を向上させて行こうと考えるよりも、ストライキをして賃金を上げることやジョブホッピングをして待遇をよくしようとする傾向が主流である。日本で行われてきた改善運動なんて、さらさらやる気がない。他方、企業経営者は他社の開発した技術を盗用したり、借用したりすることに目を光らせており、自社で苦労して自主開発しようとする姿勢が少ない。また工場経営者の大半は人手不足や労働争議の頻発に嫌気がさしており、工場経営などの実業よりも、手っ取り早くカネの儲かる株や不動産取引といった虚業に精を出している。つまり中国は、上から下まで、産業構造の高度化を他力依存で成し遂げようとしているわけで、自力更生の精神を捨て去ってしまっている。これでは中国には、自前の技術は根付かない。これが、私が中国の技術が「砂上の楼閣」であるという論拠である。

３．権力基盤強化のため虚勢を張り、他力依存を隠蔽。
中国共産党の主導する政府は、先進各国のような民主主義的な選挙を経ておらず、国民の負託を受けているわけではなく、その意味で正当性を持っていない。したがって国民の支持を引きつけ続けるためには、経済の高度成長とその配当が不可欠である。また世界に政権の力を誇示し、国民に精神的自己満足を与え、求心力を保持することも必要である。それが北京五輪や上海万博の開催となり、宇宙開発やのっぽビル、高速鉄道の建設などとなっているのである。またありとあらゆる数字を動員し、GDP世界第２位や外貨準備高世界第１位という幻想を振りまいているのである。中国政府は、「中国は世界一、高く、早く、強く、大きい」ということを喧伝し、中国人民を催眠術にかけているわけである。

この宣伝効果は抜群で、中国人民に「中国は他力依存の国」であるということを、まったく忘れさせることに成功している。中国の大地はすみずみまで外資に買われており、頭脳は借り物であり、産業構造の高度化まで他力依存で達成しようとしている国なのに、中国人民は自分たちが世界に君臨しているかのように錯覚してしまっている。その結果、中国人民からは謙虚さが消え、傲慢さがにじみ出すようになり、それが借り物技術の寄せ集めを自主開発であると虚勢を張らせることになり、大事故につながらせてしまったのである。

４．中国の虚勢が世界を走らす。
問題は、中国政府の宣伝が、世界のすみずみまであまねく行き届き、世界中の右も左も、中国の虚勢にだまされてしまっていることである。現在、中国の「GDPは世界第２位。外貨準備高は世界第１位。中国内需が世界経済を牽引する」なとどの宣伝文句に、真っ向から反論しているチャイナ・ウォッチャーや学者は少ない。さらに「中国は産業構造の高度化に失敗する。バブル経済は崩壊する（８／０２発行のエコノミスト誌は、「崩壊へ秒読み中国バブル」という特集を組んでいるので、次回、これを検討する予定）。国家財政や地方財政は疲弊している。年金システムなどは早くも崩壊の危機に瀕している」などの論究も少ない。　
私は、中国が現在の成長を維持している大きな要因の一つは、「世界の市場を目がけての外資の流入」であると考えている。驚くなかれ、外資の流入は、中国が「世界の工場」であったときよりも、現在の方が多いのである。この資金が中国経済の活性化とバブル経済の維持に、そして中国政府の存続にかなり役立っているのである。なにしろ中国政府にとっては、外資の流入は「無償の援助」であるからである。中国政府は、「中国は世界の市場」を演出し、「中国市場は儲かる」という幻想を振りまき、世界中の商人と資金を寄せ集めているのである。しかもそれらの「取り込み」には門戸を開放しておき、「逃げ出し」には厳しい制限を課している。実に上手な作戦である。
５．高速鉄道への疑問。
「４兆元のヤケクソ財政出動」の結果のインフラ整備政策で、飛躍的に拡大され始めた高速鉄道建設は、もともとその採算性が問題視されていた。従来から高速鉄道計画に批判的な北京大学の趙堅教授は、「近距離は高速鉄道が役に立つが、遠距離は飛行機の方がよい。高速鉄道の膨大な建設費はやがて国家財政の重荷になる」と指摘している。先月から運転を始めた北京～上海の高速鉄道も、チケットが高い（片道で４１０～１７５０元）ため７月後半に入っても乗車率が低く、早くも赤字経営を懸念する声が上がっており、実際にコスト削減のため臨時運休が４本出ている。航空各社は北京～上海路線のチケットを値下げ（最安値は４００元）して対抗したため、減少率は小幅にとどまっているという。このような時に、今回の事件が発生したわけであり、おそらくかなりの顧客が高速鉄道を避け、飛行機を選ぶことになり、ますます高速鉄道の赤字幅は拡大することになるだろう。私の周辺の人たちからも、「やはり飛行機にする」という声が多く聞かれる。中国ではすでに、北京―天津、武漢―広州、鄭州―西安、上海―南京、上海―杭州の間で高速鉄道が運行しているが、この５本の路線はどれも「乗車率の確保」という課題を抱えており、深刻な赤字経営に陥っているという。

鉄道省汚職で解任された劉志軍元鉄道相は、「時速３５０キロの高速鉄道網を全国に敷設する」と公言していた。しかし彼の解任後、ただちに高速鉄道の最高速度は３００キロ以下に変更された。これについて鉄道省の元幹部は、「時速３５０キロは、劉志軍元鉄道相が世界第１位に固執し、安全性を損なっても速度を優先した無理な設定だった」と暴露した。これも世界第１位を追いかけなければならない中国政府の宿痾の結果である。

中国政府は高速鉄道を輸出の柱に据えようとしていたが、先ごろブラジルの高速鉄道入札から撤退したと伝えられていた。中国政府は撤退の理由を入札条件と投資額設定が厳しいからだと説明しているが、専門家は撤退の理由を、中国の海外進出経験と準備不足にあると分析している。今回の大事故の発生とその事後処理の経過から考えて、中国政府が高速鉄道を輸出の柱にしようとする政策は、大きく頓挫したといえるであろう。　　　　　　　　　　　　　　　　

ここまで書き終わって、読者各位に送信しようとしていたところ、大先輩から事故の詳細にわたる情報が寄せられた。やはり先頭車両は証拠隠滅のため、地中に埋められたというのである。現場で一部始終を見ていた記者によれば、証拠物件がぎっしり詰まっている運転席部分も壊され、穴の中に押しやられた。なお鉄道部が隠匿したかったのは、指定業者「河南輝煌科研」の信号システムのようであるという。この事件の背景には巨額な鉄道利権問題が絡んでおり、今後、政権内部の権力闘争に大きく波及していくことであろう。

おりしも７／２３、厦門密輸事件でカナダに逃亡していた頼昌星が強制送還され、北京空港で逮捕された。建国以来、最大の密輸・汚職事件の主犯とされ、１２年間の逃亡の末の結果である。これも中国共産党内部に大きな衝撃を与えるものと予測されている。ネット上では、「杯をあげて祝う人、寝付けず寝返りを打つ人、恐れおののく人、いずれにせよ誰一人寝られないだろう」と揶揄する文言も踊っている。私は頼氏が拘束されていたバンクーバーのマンションを見物しに行ったこともあるが、まさか強制送還という事態になるとは思っていなかった。ここしばらくは、中国政権内部から、目が離せない状況が続きそうである。
以上
**********************************************************************************************
「アジア・アパレルものづくりネットワーク（略称：AAP）」に、ご支援をお願いいたします。
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このほど下記の趣旨により、AAPを設立いたしました。ぜひとも各界の皆様方のご支援をいただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。

１．中国情勢の激変とチャイナプラスワンの必要性

中国はWTO加盟、北京五輪、上海万博などを経て、GDP世界第２位・外貨準備高世界第１位の大国に躍り出ました。そして「世界の工場」から、「世界の市場」へと大きな変貌を遂げてきました。そのような激変の中で、中国に進出した縫製加工業を始めとする労働集約型企業は、人民元高・人件費高・人手不足・労働争議頻発・電力不足・融資難などの困難に遭遇し、チャイナプラスワンの行動に踏み出さざるを得なくなってきています。すでに欧米企業は一足早く、ベトナムなどにその拠点を移しています。たとえばナイキの生産量はすでに中国よりベトナムの方が多くなりました。これに対して日本企業は、中国の激変への対応が遅く、また移転先国の情報も入手できず、去就の態度を決定しかねているのが現状です。

２．移転先はどこが適地か？

中国は日本の労働集約型企業にとって、比較的進出しやすい国だったと思います。先行企業が多くなおかつ地理的にも近かったため情報も豊富で、また日本への中国人留学生なども多く、通訳にも不足しなかったこともあり、言語の問題も大きな障害とはならなかったからだと考えます。ところが中国以外の東南アジア諸国の情報はタイなどを除き、きわめて少なく、なおかつ現地語を話せる人が限られており、企業が進出する際に必要な生（なま）の情報が入手できない状態であり、公的機関などの現地情報も十分だとは言えない状況です。

しかし一方で、アジア各国によく目を凝らしてみると、意外にもインドネシア・ミャンマーなどには現地に日系縫製工場がすでに存在しています。それらの国から中国に縫製工場が移転されたのはわずか１０年ほど前であり、その当時の縫製工場が現地化したり、華僑の工場になったりして存続してきているのです。またベトナムやラオス、バングラデシュなどには日本の縫製工場が新規に工場進出をし、稼働しています。

したがってこれらの国に現存している縫製工場を組織化し、日常的に現地情報を収集し、中国からの工場移転先を探している企業に、その情報を提供することができれば、それは大きな力になるのではないかと思います。

３．SSC会に学ぶ

東海地方の縫製加工業者は、２０年ほど前、中国に日本全国の先陣を切って大量に進出し、その多くが成功をしました。それはなによりも、先達者の株式会社サンテイの常川公男社長の絶大なリーダーシップによるところが大きいのです。常川社長は中国進出後、同業他社進出企業を率いてSSC会を設立し、毎月１回会議を開き、その中で中国進出のノウハウを惜しみなく披露されました。この会は現在も引き続いて開催されており、２３８回を数えるようになっています。

AAPは、常川社長のSSC会に学び、アジア各国の縫製加工業者の情報交換の場とすることを最大の目的としたいと考えています。そしてその情報の発信こそが後発の縫製企業に、進出の際の有力な手がかりになるのではないかと考えています。結果として、日本企業がアジア各国での欧米系や中国・韓国系のアパレル生産企業との競合に勝ち残ることができ、日系アパレル生産企業が生産拠点を確立し、その中で経営者や技術者などの日本人幹部人材を養成することができると確信しています。

このような趣旨のもとに、AAPの設立をアジア各国の日系企業に働きかけたところ、６か国：３０社近くの日系企業から賛同の声をいただきましたので、４月には設立総会を行う予定でおりました。
４．「グローバル」な「ものづくり日本」を目指す

３月１１日、東日本大震災が日本を襲いました。東北地方には優秀な縫製工場が存続しており、AAPの趣旨に賛同し、参加を表明してくださっていた企業もありました。しかし震災後、「日本の景気の冷え込みや諸般の事情を考慮して、しばらくAAPの設立を見合わせてはどうか」という声が同業者の間から寄せられました。そのアドバイスに従い、設立を２か月ほど延期し、その後の被災地の状況などを見守ってきました。その間に、テレビなどでは現地の企業の皆様が必死になって地元の復興に努力されている姿などが放映され、被災した縫製工場の経営者や従業員さんからは、海外移転などはまったく望まず、地元での企業の再興を目指して奮闘する旨の意思表示が伝えられてきました。

しかしながら鎖国時代ならばともかく、現代社会はグローバルに展開しなければ、企業の存続が難しいのも事実です。したがって今こそ、東日本での企業の存続とグローバルな企業展開を両立させるような発想が必要なのではないでしょうか。AAPはその発想に基づき、東日本の縫製加工企業と手を携えて前進し、共生できるような仕組みを考え出して行きたいと思っています。その一つの試みとして、ものづくりの本拠地を東日本に残すために、東日本の縫製加工企業と協力して、日本人技術者の養成に尽力して行きたいと思っています。

５．中小企業の果たす役割

縫製企業の工場進出には、投下資本が少なくてすみ、周辺産業の蓄積がなくても可能であり、稼働を開始し利益を計上するまでに長期間を要しないという利点があります。したがって今までも、他産業に先行し、日本企業の先頭バッターとして各国に進出してきた経緯があります。またオーナー経営の中小企業が多く、いわば進出や撤退の決断が早く、大企業にはない神出鬼没の身軽な経営を得意としています。さらに経営者自らが現地に入り込んで陣頭指揮を執っている場合が多く、各国において、それぞれの現地政府などとも個人的な友好関係を築き上げています。このような縫製工場がアジア全域に存在しており、今回、それらがAAPという組織を結成して、お互いの情報交換を密に行おうとしているのです。
この組織は、日本政府の海外事業の受託や援助を主たる目的とするものではありません。むしろ現地企業からの生の情報を、HPなどを通じ積極的に公開し、現地の工場見学などを通じて、日本の政府関係諸機関や多くの日本企業に寄与協力することを目的とするものです。できうればこのAAPの動きに続いて、他産業の中小企業の業界にも同様の組織が結成されることを、強く望むものです。

６．遠望

チャイナ・ウォッチャーたちの間には、「中国のバブル経済崩壊が近い」と声高に叫ぶ人もいます。たしかにその可能性も否定できません。もし中国のバブル経済が崩壊したら、中国には失業者が溢れ、再び「世界の工場」に逆戻りするのでしょうか。残念ながら、その後の中国については、誰も明確に予測できていません。したがってAAPでは、中国で経営続行中の縫製工場から不断に情報を収集し、引き続き中国経済や現地事情を詳細に見続け、適切な情報提供を心がけて行くつもりです。

逆に中国経済が大方の予測通り、順調に肥大化し、中国が覇権国家としての姿を現し、日本を含む周辺国家への強大な圧力を行使し始めようとするとき、AAPを始めとする民間組織は、日本を含む周辺国家と中国の間の緩衝材としての重要な役割を果たすことができると考えています。

さらにアジア各国は、ユダヤ商人・華僑・印僑が入り交じってビジネスを行っている戦場です。AAPはこれらの現場で英語・中国語・現地語を駆使して、彼らと十分に戦える日本人ビジネスマンを養成する訓練所にすることができると考えています。
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【中国経済最新統計】

	
	①

実質GDP増加率

(%)
	②

工業付加価値増加率(%)
	③

消費財

小売総

額増加率(%)
	④

消費者

物価指

数上昇率(%)
	⑤

都市固定資産投資増加率(%)
	⑥

貿易収支

(億㌦)
	⑦

輸　出

増加率(%)
	⑧

輸　入

増加率(%)
	⑨

外国直

接投資

件数の増加率

(%)
	⑩

外国直接投資金額増加率

(%)
	⑪

貨幣供給量増加率M2(%)
	⑫

人民元貸出残高増加率(%)

	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	6月
	7.9
	10.7
	15.0
	▲1.7
	35.3
	83
	▲21.4
	▲13.2
	▲3.8
	▲6.8
	28.5
	31.9

	7月
	
	10.8
	15.2
	▲1.8
	(32.9)
	106
	▲23.0
	▲14.9
	▲21.4
	▲35.7
	28.4
	38.6

	8月
	
	12.3
	15.4
	▲1.2
	(33.0)
	157
	▲23.4
	▲17.0
	▲2.05
	7.0
	28.5
	31.6

	9月
	8.9
	13.9
	15.5
	▲0.8
	(33.4)
	129
	▲15.2
	▲3.5
	10.6
	18.9
	29.3
	31.7

	10月
	
	16.1
	16.2
	▲0.5
	(33.1)
	240
	▲13.8
	▲6.4
	▲6.2
	5.7
	29.5
	31.7

	11月
	
	19.2
	15.8
	0.6
	(32.1)
	191
	▲1.2
	26.7
	10.0
	32.0
	29.6
	34.8

	12月
	10.7
	18.5
	17.5
	1.9
	(30.5)
	184
	17.7
	55.9
	9.7
	-44.6
	27.6
	31.7
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	2月
	
	(20.7)
	(17.9)
	2.6
	(26.6)
	76
	45.7
	44.7
	2.5
	1.1
	25.5
	27.2

	3月
	11.9
	18.1
	18.0
	2.4
	26.3
	▲72
	24.2
	66.4
	28.1
	12.1
	22.5
	21.8

	4月
	
	17.8
	18.5
	2.8
	25.4
	17
	30.4
	50.1
	21.3
	24.7
	21.5
	22.0

	5月
	
	16.5
	18.7
	3.1
	25.4
	195
	48.4
	48.9
	29.3
	27.5
	21.0
	21.5

	6月
	10.3
	13.7
	18.3
	2.9
	24.9
	200
	43.9
	34.6
	8.3
	39.6
	18.5
	18.2

	7月
	
	13.4
	17.9
	3.3
	22.3
	287
	38.0
	23.2
	12.8
	29.2
	17.6
	18.4

	8月
	
	13.9
	18.4
	3.5
	23.9
	200
	34.3
	35.5
	21.2
	1.4
	19.2
	18.6

	9月
	9.6
	13.3
	18.8
	3.6
	23.2
	169
	25.1
	24.4
	12.2
	6.1
	19.0
	18.5

	10月
	
	13.1
	18.6
	4.4
	23.7
	271
	22.8
	25.4
	8.7
	7.9
	19.3
	19.3

	11月
	
	13.3
	18.7
	5.1
	29.1
	229
	34.9
	37.9
	28.1
	38.2
	19.5
	19.8

	12月
	9.8
	13.5
	19.1
	4.6
	20.4
	131
	17.9
	25.6
	9.2
	-13.3
	19.7
	19.9

	2011年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	4.9
	23.7
	65
	37.7
	51.4
	16.6
	11.4
	17.3
	16.9

	2月
	
	14.9
	11.6
	4.9
	－
	-73
	2.3
	19.7
	-10.9
	32.2
	15.7
	16.2

	3月
	9.7
	14.8
	17.4
	5.4
	31.2
	1
	35.8
	27.4
	10.5
	32.9
	16.6
	16.2

	4月
	
	13.4
	17.1
	5.3
	37.2
	114
	29.8
	22.0
	8.2
	15.2
	15.4
	15.8

	5月
	
	13.3
	16.9
	5.5
	33.6
	130
	19.3
	28.4
	12.1
	13.4
	15.1
	15.4

	6月
	9.5
	15.1
	17.7
	6.4
	11.8
	223
	17.9
	19.0
	6.6
	2.8
	15.9
	15.2


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
ジョグジャカルタ





バリ島





� INCLUDEPICTURE "http://www.sekaichizu.jp/atlas/eastern_asia/country/img/map500n/a_02_indonesia_500n.gif" \* MERGEFORMATINET ���





� INCLUDEPICTURE "http://cdn.indonesia.travel/media/images/upload/poi/bor1.jpg" \* MERGEFORMATINET ���





インﾄﾞネシアは約17,000の島々と約490の民族から成立っています｡





インドネシア伝統舞踊→


　バロンダンス（バリ島）





日程： 2011年10月5日(水)～11日(火)  7日間 (行程裏面)


費用： お一人概算 会員192千円  準会員199千円  非会員206千円 (二人一部屋)


          一人部屋追加料金27,000円    その他の諸条件は別紙｢ご旅行条件｣参照｡


 募集： 申込先着25名様まで





お問合せ・お申し込み　


　OMA社団法人大阪能率協会　〒５４０－００２９大阪市中央区本町橋２－５　ﾏｲﾄﾞｰﾑおおさか　６階


事務局　電話：０６－６９４１－２７０９　FAX:０６－６９４８－５６６６　E－mail: oma@crux.ocn.ne.jp








←世界遺産　


ボロブドゥール遺跡


（ジョグジャカルタ）
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